
令和５年度（2023 年度）特定健診受診率向上対策事業委託業務 企画提案指示書 

 

１ 業務の概要 

（１） 委託する業務名 

令和５年度（2023 年度）特定健診受診率向上対策事業委託業務 

（２） 業務の目的 

 北海道の令和３年度（2021 年度）における国民健康保険特定健康診査（以下「特定健診」

という。）の受診率は 27.9％（速報値）であり、全国平均値（36.4％）との乖離が大きい。 

また、特定健診の実施は被保険者の健康課題把握の基礎であるため、被保険者の予防・健

康づくりを通じた医療費適正化に向けた取組を進めるに当たっては、北海道全体の受診率の

向上は喫緊の課題となっている。このような状況を踏まえ、特定健診未受診者が受診意欲を

持ち、受診に向けた行動を取ることを促す勧奨・広報等を実施する。 

（３） 業務の内容    

ア 対象市町村 

    札幌市・岩見沢市・函館市・江別市・恵庭市・石狩市・夕張市・美唄市・三笠市 

南幌町・長沼町・栗山町・松前町・福島町・七飯町・鹿部町・森町・長万部町 

  イ 対象者 

    40 歳以上の国民健康保険被保険者のうち、薬局利用のある者。ただし、WEB・ラジオによ

る広報の対象となる者は薬局利用のある者に限らない。 

  ウ 実施時期（委託期間） 

    契約締結日から令和６年（2024 年）３月 29 日 

  エ 勧奨・広報 

   （ア）勧奨 

対象市町内の「北海道健康づくり支援薬局」を中心とした薬局において次のとおり実

施すること。 

なお、方法については別紙「業務体制図」を参照のこと。 

a 当該薬局を訪問した者について、40 歳以上の国保被保険者であることを確認する。 

b a の者に対し、本年４月以降における特定健診の受診有無を確認する。 

c b のうち、未受診の者に対し特定健診の受診意向を確認する。 

d c のうち、受診意向が無い者に対し、特定健診に関するチラシを配布の上、特定健

診の受診勧奨を実施する。 

e c のうち、受診意向が有る者に対し、その者の状況に応じ特定健診の予約に関する

相談を実施し、健診医療機関等の一覧を配布する。 

（イ）広報 

WEB 及びラジオを用いて次のとおり実施すること。 

a WEB を用いた広報においては、ディスプレイ広告及び位置情報等を用い、効果的に

対象者に訴求可能な手法により実施する。 

b 広報内容は薬局を通じて行う勧奨の際に用いるチラシと一体性を持つものとし、相

互に連動して認知形成及び行動変容を促す工夫をする。 

  オ 参加薬局に対する説明会 

業務開始前に、業務の目的及び特定健診制度等を理解し、効果的な受診勧奨を行えるよ

う、参加薬局に対する説明会を行うこと。 

なお、勧奨については、下記コ（イ）～（エ）の各資材により説明を行うこと。 

カ 勧奨結果の報告等   

     次の内容について、報告等を行うこと。 



（ア）業務実施期間中の薬局勧奨対象者数 

（イ）上記イ（ア）dの人数及び国保被保険者番号 

（ウ）上記イ（ア）eの人数及び国保被保険者番号 

  キ アンケート調査の実施 

    業務終了後、薬局勧奨及び広報の認知度及び印象について調査を行うこと。 

また、特定健診の受診契機となった受診勧奨方法及び受診しない理由について調査を

行うこと。 

ク 勧奨・広報効果の測定等 

    国民健康保険法第 82 条第 14 項に基づき対象市町から北海道に提供された特定健診の健

診データを、上記カで得た各国保被保険者番号と突合させ、業務の効果を測定すること。       

また、上記キの調査結果及び年代・地域性・その他の要素を用い、多角的な視点で勧奨

及び広報の効果を検証すること。 

  ケ 報告書の作成 

    業務の実績及び効果検証等を記載した報告書を作成すること。 

なお、報告書は次の形式で令和６年（2024 年）３月 29日（金）までに北海道に提出する

こと。 

（ア）紙媒体（Ａ４版）：２部 

（イ）電子媒体（ＣＤ－Ｒ又はＤＶＤ－Ｒ）：１式 Windows10 で起動する Microsoft Office

で対応可能なもの 

  コ 業務実施における留意事項 

（ア）対象市町及び参加薬局の事務負担が最小限となること。 

（イ）対象者に対する特定健診制度の周知のため、チラシ及びポスター等の受診勧奨用資

材及び薬剤師等による窓口対応を容易なものとするため、フローチャート等のマニュ

アルや QA集等を作成すること。 

また、薬局における報告を簡易にするため、勧奨者集計ツール等を用意すること。 

（ウ）上記（イ）の勧奨用資材においては、対象者の混乱を防ぐため、薬局が特定健診の

受奨勧奨を行っている意義を記載すること。 

（エ）上記（イ）の QA 集については、対象者の様々な状況を想定した上で作成すること。 

また、北海道、対象市町、北海道薬剤師会、札幌薬剤師会及び函館薬剤師会等関係

機関の意見を踏まえ、随時更新すること。 

（オ）参加薬局については、「北海道健康づくり支援薬局」を中心とした薬局において行う

ものとし、北海道薬剤師会、札幌薬剤師会、函館薬剤師会及び北海道薬剤師会南空知

支部にて選定されることとする。 

（カ）このほか、業務の実施に当たり、北海道、対象市町及び上記（オ）に記載する薬剤

師会と緊密に連携を図ること。 

（キ）北海道薬剤師会に対し、事務経費等を支払うこと。 

（ク）個人情報については、関係法令を遵守して取り扱うこと。 

（ケ）受託者は委託契約締結後、速やかに北海道及び対象市町及び参加薬局からの各種問

合せに対応する体制を整備すること。 

また、積極的に参加薬局のフォローアップを果たすこと。 

（コ）業務終了後においては、参加薬局に対し、北海道知事名の参加証明書を発行するこ

と。 

また、参加薬局ごとの実施結果をまとめた報告書を各薬局に提供すること。 

（サ）新型コロナウイルス感染症の影響により業務内容の変更や中止をする場合があるこ

と。この場合は、提案者、北海道及び北海道薬剤師会との間で協議を行うこと。 



 

２ 委託契約の方法及び内容等 

（１） 契約方法 

 総合評価一般競争入札 

（２） 契約相手方の選定 

    当該委託業務の実施内容及び遂行方法等について、入札価格に加え入札以外の技術的要素

を審査し、総合的に最も優れていると認められた事業者を落札者とする総合評価一般競争

入札を採用する。 

（３） 契約期間 

     契約締結日から令和６年(2024 年)３月 29日まで。ただし、予算の範囲内で当該契約期間

を変更することがあり得る。 

（４） 契約書 

     別途作成、提示する。 

（５） 契約保証金 

  ア 契約を締結しようとする者は、契約金額の 100 分の 10に相当する額以上の契約保証金又

はこれに代える担保を納付すること。 

    イ 契約保証金の免除、納付方法等については、地方自治法施行令第 167 条の 16、北海道財

務規則第 171 条及び 172 条に定めるところによる。 

（６） 提案内容の修正 

    採択された企画提案の内容は、契約締結時に修正、変更が加えられる場合がある。 

（７） 再委託の禁止 

 業務の全部又は主たる部分を一括して第三者に委託し、又は請け負わせることはできな  

い。 

（８） 知的財産権等の取扱い 

 本業務の成果物及び構成素材に含まれる第三者の著作権その他の権利についての交渉、

処理は受託者が納品前に行うこととし、その経費は委託料に含む。 

また、報告内容及び成果物に関する所有権及び著作権（制作過程で作られた素材等の著作

権も含む。）その他の権利は、全て北海道に帰属するものとする。 

 

３ 委託料 

  予定価格の範囲内（消費税及び地方消費税相当額を含む。） 

 

４ 資格要件 

（１） 単独法人又は複数の法人による連合体（以下「コンソーシアム」という。）であること。     

（２） 単独法人及びコンソーシアムの構成員は、次の要件をいずれも満たしていること。  

  ア 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４第１項各号に掲げる者でない

こと。  

  イ 地方自治法施行令第 167 条の４第２項の規定により競争入札への参加を排除されている

者でないこと。 

  ウ 北海道の競争入札参加資格者指名停止事務処理要領（平成４年（2022 年）９月 11 日付

け局総第 461 号）第２第１項の規定による指名の停止を受けていないこと。 

また、指名停止を受けたが、既にその停止の期間を経過していること。 

  エ 暴力団関係事業者等ではないこと。また、暴力団関係事業者等であることにより、道が

行う競争入札への参加を除外されていないこと。 

  オ 次に掲げる税を滞納している者でないこと。  



   （ア）道税（個人の道税及び地方消費税を除く。以下同じ。）  

   （イ）本社が所在する都府県の事業税（道税の納税義務がある場合を除く。） 

   （ウ）消費税及び地方消費税 

  カ 次に掲げる届出の義務を履行していない者でないこと（当該履行の義務がない場合は除

く。）。 

 （ア）健康保険法（大正 11年法律第 70 号）第 48 条の規定による届出 

 （イ）厚生年金保険法（昭和 29年法律第 115 号）第 27 条の規定による届出 

 （ウ）雇用保険法（昭和 49年法律第 116 号）第７条の規定による届出 

  キ コンソーシアムの構成員が単独企業、法人以外の団体又は他のコンソーシアム構成員と

して、この入札に参加する者でないこと。 

 

５ 企画提案の審査基準 

  審査は次の項目について評価するので、十分留意の上、企画提案書を作成すること。 

提案項目及び評価項目 

１．実施体制 

 ① 業務の実施体制 

  業務実施に必要かつ十分な体制となっているか。また、業務遂行のための人数や熟練の

人員が確保されているか。 

 ② コンプライアンスの考え方 

  コンプライアンスの考え方が確立されているか。 

 ③ 関係機関からの問合せ対応 

北海道や対象市町、薬局からの問合せに対応可能な体制が確立されているか。 

 ④ 薬局に対するフォローアップ 

業務の円滑実施のため積極的に薬局のフォローアップを果たすことが可能か。 

 ⑤ 個人情報保護に関する取組体制 

LGWAN 回線を利用するなど、個人情報に対する保護体制が確立されているか。 

２．実施手法 

 ① 実施スケジュール 

業務を効率的かつ効果的に実施できる全体スケジュールになっているか。 

また、スケジュールが実効性及び実現性が高いものであるか。 

 ② 受診勧奨に必要な資材作成 

薬局による勧奨の際に用いる勧奨用チラシ・マニュアル・QA 集・勧奨実績集計様式等が

勧奨効果が期待ができる内容であり、薬局の事務負担が少ない内容となっているか。 

 ③ 広報手法 

WEB・ラジオの媒体特性を活かし、効果的に特定健診制度を認知させる内容となっている

か。 

 ④ 薬局による勧奨と広報手法の連動 

薬局による勧奨の際に用いるチラシと WEB・ラジオで伝える内容に一体性があり、特定健

診を受診する被保険者にとってのメリットが明確で、認知形成・行動変容を促す工夫が

されているか。 

 ⑤ 効果検証の方法 

受診率向上の効果、認知形成の効果について、より精緻に検証することが可能な方法で

あるか。 

 



 

６ 企画提案書の様式等 

（１） 企画提案書の様式は任意とする。（別紙様式を参考のこと。） 

（２） 用紙の規格は、Ａ４判縦長とする。（Ａ３判用紙の折込は不可。）  

（３） 文章を補完するために、写真、イラスト等を使用しても構わない。 

（４） 様式に書ききれない場合は、適宜枚数を増やしても構わない。 

（５） 成果品の見本品がある場合には、それも提供すること。 

         

７ 企画提案書作成上の留意事項 

（１） 電子メールによる提出は認めない。 

（２） 要求した内容以外の書類、図面等については受理しない。 

（３） 選定された企画提案書は返却しない。ただし、選定されなかった企画提案書は、企画提案

書の提出時に返却を希望した者に限り返却する。 

（４） 企画提案書の作成・提出に係る費用は、提出者の負担とする。 

（５） 企画提案書の採否は、文書で通知する。 

（６） 期限までに企画提案書の提出がない場合は、「参加資格審査申請書」の提出があっても参

加の意思がないものとみなす。 

（７） 審査にあたっては、企画提案書は匿名とし、別に指示する企画提案者名（Ａ社、Ｂ社等）

により行うものする。 

 

８ 手続等 

（１） 担当部局 

    北海道保健福祉部健康安全局国保医療課保健事業推進係 

      住  所 〒０６０－８５８８ 札幌市中央区北３条西６丁目 

      電話番号 ０１１－２３１－４１１１（内線２５－８２３） 

      F A X   ０１１－２３２－１０３７ 

（２） 参加資格審査申請書の提出 

      入札を希望する者は、事前に参加資格審査申請書を提出すること。 

ア 提出部数 １部 

イ 提出期限 令和５年(2023 年)９月 29 日（金）午後５時まで（必着） 

ウ 提出場所 （１）の担当部局に同じ。 

エ 提出方法 持参又は郵送（簡易書留）とする。 

（３） 企画提案書の提出 

   ア 提出部数 １０部 

      企画提案者名を記入したものを１部、企画提案者名を記入していないもの

９部を用意すること。 

イ 提出期限 令和５年(2023 年)10 月３日（火）午後５時まで（必着） 

ウ 提出場所 （１）の担当部局に同じ。 

エ 提出方法 持参又は郵送（簡易書留）とする。 

  

９ 総合評価審査委員会（ヒアリング）の実施 

（１） 参加者として選定した者から、総合評価審査委員会においてヒアリングを行う。 

（２） 参加者が５者を超える場合は、書面審査によりヒアリング対象者を５者程度に絞る可能性

がある。 

（３） ヒアリングの対象とならなかった提案者の提案は無効とする。 



（４） 総合評価審査委員会の日時及び場所については、以下のとおり。 

    ア 日時 令和５年(2023 年)10 月 11 日（水）午後 

    イ 場所 札幌市中央区北２条西７丁目  

北海道立道民活動センターかでる２・７ 540 会議室 

        （詳細な時間帯等は別途通知する。） 

 

10 その他 

（１） 手続において使用する言語及び通貨  

    日本語及び日本円 

（２） 無効となる参加資格審査申請書又は企画提案書 

    ア 提出期限、提出場所、提出方法に適合しないもの。 

    イ ６の企画提案書の様式及び７の作成上の留意事項の内容に適合しないもの。 

    ウ 記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないもの。 

    エ 記載すべき事項以外の内容が記載されているもの。 

    オ 虚偽の内容が記載されているもの。 

（３） その他 

    ア 企画提案書のヒアリングに参加しなかった場合の企画提案は無効とする。 

    イ 提出された参加資格審査申請書は、企画提案参加者の選定以外に、また、企画提案書

は企画提案書の選定以外には、提出者に無断で使用しない。 

    ウ 提出された書類は、企画提案参加者及び企画提案書の選定を行う作業に必要な範囲又

は返却する場合において、複製を作成する。 

    エ 提出期限以降における参加資格審査申請書及び企画提案書の差し替え及び再提出は  

     認めない。 

    オ 公正性、透明性、客観性を期するため、提出された企画提案書を公表することができ

るものとする。 

    カ 企画提案書作成のために発注者より受領した資料は、発注者の了解なく公表・使用す

ることはできない。 

 

 

 


